
総
務
省
は
２
月
２８
日
、
「
地
方

自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

案
に
関
す
る
考
え
方
に
つ
い
て
」

を
本
会
へ
提
示
し
た
。

こ
の
「
考
え
方
」
は
、
本
会
を

は
じ
め
と
す
る
地
方
六
団
体
そ
れ

ぞ
れ
か
ら
総
務
省
が
聴
取
し
た
意

見
の
結
果
を
踏
ま
え
、
取
り
ま
と

め
た
も
の
。
本
会
で
は
２
月
１７

日
、
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正
法

案
の
概
要
に
関
す
る
意
見
�
左
掲

�
を
ま
と
め
、
総
務
省
へ
提
出
し

て
い
た
�
本
紙
第
１
７
８
８
号
１

面
掲
載
。

今
回
の
「
考
え
方
」
で
示
さ
れ

た
法
案
の
柱
は
▽
地
方
議
会
制
度

▽
議
会
と
長
の
関
係
▽
直
接
請
求

制
度
▽
住
民
投
票
制
度
の
創
設
▽

住
民
訴
訟
に
お
け
る
首
長
等
の
賠

償
責
任
▽
国
等
に
よ
る
違
法
確
認

訴
訟
制
度
の
創
設
▽
広
域
連
携
▽

地
方
自
治
法
の
抜
本
見
直
し
の
全

体
像
―
―
の
８
本
。

特
に
「
直
接
請
求
制
度
」
の
う

ち
、
本
会
が
危
惧
し
て
い
た
「
直

接
請
求
に
お
け
る
地
方
税
の
賦
課

徴
収
等
の
除
外
規
定
の
削
除
」
に

つ
い
て
、
総
務
省
は
「
直
接
請
求

が
乱
発
さ
れ
る
事
態
は
想
定
し
に

く
い
と
考
え
て
お
り
、
『
住
民
に

対
す
る
誤
っ
た
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
送

る
こ
と
』
に
も
な
ら
な
い
」
と
判

断
を
提
示
。
し
か
し
本
会
等
か
ら

出
さ
れ
て
い
る
意
見
を
踏
ま
え
、
具

体
的
な
提
案
が
あ
れ
ば
耳
を
傾
け

る
柔
軟
な
姿
勢
を
示
し
た
。

な
お
、
総
務
省
は
、
直
接
請
求

が
実
施
さ
れ
て
も
最
終
的
な
判
断

は
議
会
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
と
強

調
し
て
い
る
。
【
４
面
へ
続
く
】

全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
（
会
長
�
住
谷
幸
伸
・
高
松

市
議
会
議
長
）
は
２
月
１７
日
、
東

京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
総
会

を
開
き
、
「
高
速
道
路
建
設
促
進

に
関
す
る
決
議
」
を
採
択
す
る
と

と
も
に
、
平
成
２３
年
度
運
動
方
針

や
予
算
な
ど
を
決
定
し
た
。

決
議
で
は
、
高
速
自
動
車
国
道

は
重
要
な
社
会
基
盤
で
あ
る
と
と

も
に
、
広
域
救
急
医
療
及
び
災
害

時
の
緊
急
輸
送
な
ど
に
資
す
る

「
命
の
道
」
で
あ
る
と
、
建
設
促

進
の
必
要
性
を
訴
え
て
い
る
。
し

か
し
高
規
格
幹
線
道
路
網
の
供
用

率
は
未
だ
７
割
に
過
ぎ
ず
、
現
下

の
厳
し
い
経
済
情
勢
や
公
共
事
業

政
策
な
ど
と
相
ま
っ
て
、
地
方
圏

の
高
速
道
路
建
設
は
更
な
る
遅
れ

が
懸
念
さ
れ
る
。

こ
の
た
め
決
議
で
は
▽
高
規
格

幹
線
道
路
網
の
整
備
政
策
の
明
確

な
方
向
性
▽
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク

（
未
開
通
区
間
）
解
消
へ
の
予
算

確
保
―
―
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

会
議
終
了
後
、
決
議
の
実
現
に

向
け
、
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談

役
は
国
土
交
通
省
の
津
川
祥
吾
・

大
臣
政
務
官
ら
に
面
談
、
要
望
す

る
な
ど
実
行
運
動
を
行
っ
た
。

挨拶する住谷会長津川国交政務官（右）に面談・要望

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1789号３月５日平成23年
（2011年）

地方自治法の一部改正法案
の概要に関する意見

今般、政府から提示された地方自治法の一部を改正す
る法律案の概要についての本会の意見は次のとおりであ
る。

１．今回の改正法案は、地方行財政検討会議におけ
る検討を踏まえ、当面早急に改善すべき事項につ
いて改正を図ろうとするものと承知しており、そ
の限りにおいて異論はない。

２．ただし、改正事項のうち直接請求における地方
税の賦課徴収等の除外規定の削除については、地
方行財政検討会議及び総務大臣・地方六団体会合
においてたびたび発言したとおり、国民負担の引
上げが不可避とされている状況の中、選挙におい
て減税を主張して住民の支持を得ようとする勢力
が存する今日において、このような改正を行うこ
とは、住民に対する誤ったメッセージを送ること
になるのではないかと危惧するものであり、今回
の改正においては慎重に対処すべきものと考える。

３．今回の改正は、当面早急に改善すべき事項につ
いてのものと承知しており、今後、議長への議会
招集権の付与をはじめとして本会が要望している
諸事項についてもさらに検討を行い、地方自治法
の抜本改正に取り組んでいただきたい。

平成２３年２月１７日
全国市議会議長会
会 長 五 本 幸 正

高
規
格
道
路
の
整
備
促
進
を

高
速
協
議
会
が
総
会
決
議
を
採
択

自自治治法法一一部部改改正正案案
本本会会意意見見へへのの回回答答

総務省

（１） 平成２３年３月５日 第１７８９号
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建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

建
設
運
輸
委
員
会
は
２
月
２２
日
、

東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
委
員
会

を
開
催
。
２２
年
度
要
望
運
動
結
果

報
告
の
の
ち
、
次
年
度
委
員
会
へ

の
申
し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
平
成
２３

年
度
の
道
路
整
備
予
算
案
は
総
額

９
８
６
２
億
円
と
ほ
ぼ
前
年
並
み

で
あ
り
、
公
共
事
業
関
係
予
算
が

減
少
す
る
中
で
、
必
要
な
社
会
資

本
整
備
に
つ
い
て
は
着
実
に
整
備

さ
れ
る
よ
う
担
保
す
る
こ
と
と
な

っ
て
い
る
と
報
告
。
特
に
「
国
土

ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
解
消
」
に

つ
い
て
は
、
「
元
気
な
日
本
復
活

特
別
枠
」
に
お
い
て
１
０
７
５
億

円
計
上
さ
れ
た
こ
と
で
、
合
計
で

前
年
度
比
５
％
増
の
３
３
７
６
億

円
が
計
上
さ
れ
た
と
説
明
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
各
種
交

通
網
の
整
備
推
進
�
地
域
の
実
情

に
応
じ
た
地
方
道
路
財
源
の
確
保

な
ど
�
自
然
災
害
対
策
の
推
進
�

地
震
や
水
害
等
の
災
害
対
策
法
に

基
づ
く
各
種
施
策
の
速
や
か
な
具

現
化
な
ど
�
都
市
再
生
・
地
域
再

生
の
整
備
推
進
�
安
心
・
快
適
な

ま
ち
づ
く
り
に
資
す
る
住
宅
・
市

街
地
な
ど
の
環
境
整
備
―
―
の
３

事
項
。

当
日
は
、
国
土
交
通
省
道
路
局

の
吉
崎
収
・
環
境
安
全
課
長
が

「
平
成
２３
年
度
道
路
関
係
予
算
の

概
要
」
、
同
省
総
合
政
策
局
の
山

口
勝
弘
・
交
通
計
画
課
長
が
「
平

成
２３
年
度
地
域
公
共
交
通
関
係
予

算
の
概
要
」
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ

れ
説
明
し
た
。

本
会
の
建
設
運
輸
、
社
会
文
教
委
員
会
は
、
２
月
２２
日
と
２４
日
に
そ
れ
ぞ
れ
委
員
会
を
開
き
、
平
成
２２

年
度
の
要
望
運
動
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
た
。
会
議
で
は
こ
の
要
望
結
果
を
踏
ま
え
、
引
き
続
き
重
点
的

に
要
望
す
べ
き
事
項
を
「
２３
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り
事
項
」
と
し
て
決
定
。
会
議
概
要
と
申
し
送
り

事
項
は
次
の
と
お
り
。
各
委
員
会
の
要
望
運
動
結
果
の
概
要
は
今
号
か
ら
順
次
掲
載
す
る
。

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

社
会
文
教
委
員
会
は
２
月
２４
日
、

東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
委
員
会

を
開
催
。
２２
年
度
要
望
運
動
結
果

報
告
の
の
ち
、
次
年
度
委
員
会
へ

の
申
し
送
り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
医
師
不

足
が
深
刻
な
診
療
科
に
つ
い
て
、

平
成
２３
年
度
予
算
案
の
特
別
枠
と

し
て
新
た
に
１０
億
円
が
措
置
さ
れ

た
こ
と
な
ど
を
報
告
。
こ
れ
は
、

地
域
医
療
の
中
核
を
担
う
臨
床
研

修
病
院
で
医
療
の
現
場
を
担
い
つ

つ
若
手
医
師
の
教
育
を
行
う
臨
床

研
修
指
導
医
を
確
保
す
る
た
め
、

医
師
不
足
診
療
科
の
臨
床
研
修
指

導
医
に
お
け
る
休
日
・
夜
間
の
指

導
手
当
に
係
る
経
費
に
つ
い
て
財

政
支
援
が
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
地
域
医

療
施
策
�
医
師
確
保
の
た
め
の
緊

急
的
か
つ
実
効
性
の
あ
る
施
策
の

推
進
な
ど
�
医
療
保
険
制
度
�
新

た
な
高
齢
者
医
療
制
度
構
築
に
お

け
る
慎
重
か
つ
持
続
可
能
な
制
度

設
計
な
ど
�
少
子
化
対
策
�
子
ど

も
手
当
の
全
額
国
費
負
担
の
実
現

な
ど
�
雇
用
対
策
�
就
労
支
援
体

制
の
強
化
等
―
―
の
４
事
項
。

当
日
は
、
内
閣
府
の
山
崎
速
人

政
策
統
括
官
（
共
生
社
会
政
策
担

当
）
付
企
画
官
（
少
子
化
対
策
担

当
）
が
「
子
ど
も
・
子
育
て
を
め

ぐ
る
国
の
動
向
と
課
題
」
に
つ
い

て
説
明
し
た
。

▼
議
長

▽
小
諸

別
府
福
雄（
２
・
１
）

▽
福
津

村
上
修
一（
２
・
１
）

▽
御
坊

中
野
武
一（
２
・
２
）

▼
副
議
長

▽
小
諸

小
林
よ
り
子（
２
・
１
）

▽
福
津

永
山
麗
子（
２
・
１
）

▽
御
坊

平
井
俊
哉（
２
・
２
）

黒
澤
和
雄
氏
（
石
巻
市
議
会
議

長
）２

月
２５
日
逝
去
、
６５
歳
。
葬
儀

は
３
月
２
日
、
石
巻
市
内
で
執
り

行
わ
れ
た
。
喪
主
は
長
男
、
和
也

さ
ん
。 議議

会会
人人
事事

本 会

平成２３年度第１回

「「監監査査委委員員特特別別講講座座」」開開催催
市町村アカデミー主催

市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）では、全国の市町村
の監査委員の方々を対象として、監査委員の役割や、監査実務上の
重要課題等について学ぶ特別講座を開催いたします。
今回は、４月１４・１５日の２日間、それぞれの分野で活躍されてい

る講師の方々による講義が行われる予定となっています。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。

◆日 時：平成２３年４月１４日（木）１３：００から
４月１５日（金）１４：３５まで

【４月１４日】
１３：３０～１４：４０「監査機能の充実・強化について」（講義）
総務省自治行政局行政課監査制度専門官 岡 裕二 氏

１４：５５～１６：４５「監査委員の役割」（講義）
関西学院大学大学院経済学研究科教授 小西 砂千夫 氏

１８：００～ 交流会（所内宿泊）
【４月１５日】
９：００～１２：３０「監査の実務」（講義・グループ討議・状況報告）
新日本有限責任監査法人
公認会計士 荒張 健 氏ほか

１３：３０～１４：３０「監査の実務」（フリーディスカッション・講評）
新日本有限責任監査法人 荒張 健 氏ほか
公認会計士

※講演の内容等は、一部変更になる場合がございます。

◆場 所：市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
（千葉市美浜区浜田１丁目１番）

◆申込期限：平成２３年３月１６日（水）※定員５０人
◆申込方法：参加申込書（市町村アカデミーのホームページからダ

ウンロードできます）を、FAX又は郵送でお送り下
さい。

◆参 加 費：８，０００円（宿泊費、食費等を含む）
◆決定通知：申込書受理後、決定通知に併せて必要な資料を送付い

たします。
◆申込・照会先：〒２６１‐００２５ 千葉市美浜区浜田１丁目１番
◆担 当：粟田・川邉 �０４３‐２７６‐３１２６（研修部）

FAX０４３‐２７６‐８４８４ ホームページ http : //www.jamp.gr.jp

委
員
会
を
開
催

２３
年
度
へ
申
送
り
事
項
決
定

挨拶する上谷建運委員長（西宮市）

挨拶する川本社文副委員長（瀬戸市）

建建
設設
運運
輸輸

社社
会会
文文
教教

第１７８９号 平成２３年３月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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本
会
の
地
行
、地
財
、社
文
、
産

経
、
建
運
の
５
委
員
会
が
平
成
２２

年
度
に
行
っ
た
要
望
活
動
の
結
果

概
要
を
順
次
掲
載
す
る
。

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

１
�
地
域
主
権
改
革
の
推
進

本
委
員
会
は
、
昨
年
の
第
１
７

４
回
通
常
国
会
で
継
続
審
査
と
さ

れ
た
３
法
案
「
地
域
主
権
改
革
推

進
一
括
法
案
」
「
国
と
地
方
の
協

議
の
場
に
関
す
る
法
律
案
」
「
地

方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案
」
の
早
期
成
立
、
ま
た
、
国

に
よ
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
廃

止
・
縮
小
と
条
例
制
定
権
の
拡

大
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
見

直
し
と
都
道
府
県
か
ら
市
へ
の
権

限
移
譲
、
国
の
出
先
機
関
の
廃
止

・
縮
小
等
の
実
現
を
求
め
て
き
た
。

こ
の
う
ち
、
地
域
主
権
改
革
関
連

３
法
案
に
つ
い
て
は
、
昨
年
の
２

度
の
臨
時
国
会
で
も
成
立
せ
ず
継

続
審
査
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
政
府
は
、
昨
年
６
月
に

閣
議
決
定
し
た
「
地
域
主
権
戦
略

大
綱
」
に
基
づ
き
、
国
に
よ
る
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
第
２
次
見
直

し
分
と
、
都
道
府
県
か
ら
市
町
村

へ
の
権
限
移
譲
を
内
容
と
す
る
第

２
次
地
域
主
権
改
革
推
進
一
括
法

案
の
今
通
常
国
会
へ
の
提
出
を
予

定
し
て
お
り
、
今
後
、
地
域
主
権

改
革
関
連
３
法
案
と
併
せ
早
期
成

立
を
求
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
昨
年
１２
月
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
国
の
出
先
機
関
廃
止
に
向

け
て
の「
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
」

で
は
、
出
先
機
関
の
事
務
・
権
限

を
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
移
譲
す
る
こ

と
を
推
進
す
る
と
し
、
２４
年
通
常

国
会
に
法
案
を
提
出
し
、
準
備
期

間
を
経
て
２６
年
度
中
に
事
務
・
権

限
の
移
譲
を
目
指
す
と
さ
れ
た
。

２
�
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

地
域
主
権
の
確
立
を
目
指
し
て

地
方
自
治
法
の
抜
本
改
正
を
検
討

す
る
「
地
方
行
財
政
検
討
会
議
」

が
昨
年
１
月
に
総
務
省
に
設
置
さ

れ
、
議
会
の
あ
り
方
や
長
と
議
会

の
関
係
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
検

討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

総
務
省
で
は
、
同
会
議
の
検
討

を
踏
ま
え
、昨
年
６
月
に「
地
方
自

治
法
抜
本
改
正
に
向
け
て
の
基
本

的
な
考
え
方
」を
取
り
ま
と
め
、
さ

ら
に
本
年
１
月
に
は
、
基
本
的
な

考
え
方
を
踏
ま
え
た
そ
の
後
の
議

論
を
基
に
「
地
方
自
治
法
抜
本
改

正
に
つ
い
て
の
考
え
方
（
平
成
２２

年
）
」
の
方
針
を
示
し
た
。
こ
れ

を
基
に
総
務
省
は
、
現
在
開
会
中

の
第
１
７
７
回
通
常
国
会
へ
「
地

方
自
治
法
の
一
部
改
正
案
」
を
提

出
す
る
と
し
て
い
る
。

こ
の
改
正
案
に
は
、
首
長
が
臨

時
会
の
招
集
義
務
を
果
た
さ
な
い

場
合
、
議
長
が
招
集
で
き
る
よ
う

に
す
る
こ
と
、
副
市
町
村
長
の
選

任
を
専
決
処
分
の
対
象
か
ら
除
外

す
る
こ
と
な
ど
、
こ
れ
ま
で
本
委

員
会
が
求
め
て
き
た
事
項
が
少
な

か
ら
ず
盛
り
込
ま
れ
る
見
込
み
。

な
お
こ
の
他
、
改
正
案
に
は
、

条
例
に
よ
り
定
例
会
・
臨
時
会
の

区
分
を
設
け
ず
通
年
の
会
期
と
す

る
こ
と
を
可
能
と
す
る
こ
と
、
委

員
会
に
関
す
る
規
定
を
簡
素
化
し

委
員
の
選
任
等
に
関
す
る
事
項
を

条
例
に
委
任
す
る
こ
と
、
本
会
議

に
お
い
て
も
公
聴
会
の
開
催
や
参

考
人
の
招
致
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
す
る
こ
と
等
が
盛
り
込

ま
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

課
題
が
残
さ
れ
た
検
討
事
項
に

つ
い
て
は
、
地
方
行
財
政
検
討
会

議
で
、
引
き
続
き
検
討
さ
れ
る
。

３
�
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

２３
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、

「
元
気
な
日
本
復
活
特
別
枠
」
で

緊
急
消
防
援
助
隊
設
備
の
充
実
強

化
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
、
２
・
４

％
増
の
約
１
３
２
億
円
が
確
保
さ

れ
、
こ
の
う
ち
、
特
に
本
委
員
会

の
要
望
事
項
に
関
係
す
る
緊
急
消

防
援
助
隊
・
消
防
防
災
体
制
の
充

実
強
化
に
つ
い
て
は
、
約
９６
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
ま
た
、
消
防
体

制
の
広
域
化
の
一
層
の
推
進
を
図

る
た
め
、
広
域
消
防
運
営
計
画
の

作
成
経
費
に
対
す
る
特
別
交
付
税

措
置
な
ど
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
両

面
か
ら
の
総
合
的
な
財
政
支
援
措

置
が
引
き
続
き
講
じ
ら
れ
る
。

４
�
過
疎
地
域
の
自
立
促
進

２３
年
度
地
方
債
計
画
で
は
、
過

疎
債
２
７
０
０
億
円
、
辺
地
債
４

１
２
億
円
が
確
保
さ
れ
、
２２
年
度

の
過
疎
地
域
等
自
立
活
性
化
推
進

交
付
金
及
び
過
疎
地
域
集
落
等
整

備
事
業
費
補
助
金
を
統
合
・
メ
ニ

ュ
ー
化
し
た
過
疎
地
域
等
自
立
活

性
化
推
進
交
付
金
も
創
設
さ
れ
、

２３
年
度
予
算
と
し
て
５
億
円
が
確

保
さ
れ
た
。
ま
た
、
過
疎
地
域
に

お
け
る
税
制
特
例
措
置
（
所
得
税

・
法
人
税
に
係
る
減
価
償
却
の
特

例
等
）
の
適
用
期
限
の
延
長
が
図

ら
れ
る
。

５
�
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援

の
拡
充
及
び
国
の
制
度
創
設
・
改

正
時
の
シ
ス
テ
ム
構
築
等

２３
年
度
地
方
債
計
画
で
は
、
合

併
特
例
債
７
８
０
０
億
円
が
確
保

さ
れ
る
と
と
も
に
、
旧
合
併
特
例

法
に
基
づ
き
合
併
し
た
市
町
村
を

対
象
と
す
る
合
併
市
町
村
補
助
金

は
、
約
４２
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
昨
年
７
月
に
は
総
務
大

臣
を
本
部
長
と
し
、
関
係
部
局
が

一
丸
と
な
っ
て
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド

を
総
合
的
か
つ
迅
速
に
展
開
す
る

た
め
「
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
推
進
本

部
」を
設
置
。２３
年
度
以
降
、情
報

シ
ス
テ
ム
の
集
約
と
共
同
利
用
に

向
け
た
計
画
策
定
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
基
盤

の
整
備
構
築
が
財
政
的
に
支
援
さ

れ
る
。
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
と
は
、

様
々
な
分
野
で
活
用
が
進
ん
で
い

る
ク
ラ
ウ
ド
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン

グ
を
電
子
自
治
体
の
基
盤
構
築
に

も
活
用
し
よ
う
と
す
る
も
の
。

６
�
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保

等
基
地
所
在
市
町
村
に
固
定
資
産

税
の
代
替
的
性
格
で
交
付
さ
れ
る

基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
に
つ

い
て
は
、
合
計
で
対
前
年
度
同
額

の
３
３
５
・
４
億
円
が
確
保
さ
れ

た
。ま

た
、
基
地
周
辺
の
生
活
環
境

の
整
備
の
た
め
の
基
地
周
辺
対
策

経
費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比
６

億
円
増
の
１
１
８
５
億
円
が
確
保

さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
特
定
防
衛
施
設
周

辺
整
備
調
整
交
付
金
に
つ
い
て

は
、
約
５６
億
円
増
の
１
９
５
億
円

が
確
保
さ
れ
た
。

７
�
治
安
対
策
の
強
化
等

２３
年
度
の
警
察
庁
予
算
案
（
２

４
５
１
億
円
）の
う
ち
、警
察
基
盤

の
充
実
強
化
に
３
３
５
億
円
、
組

織
犯
罪
対
策
の
推
進
に
４１
億
円
が

確
保
さ
れ
、
地
方
警
察
官
の
増
員

（
８
３
３
人
）、
暴
力
団
対
策
・
銃

器
対
策
の
推
進
等
が
図
ら
れ
る
。

ま
た
、
拉
致
問
題
へ
の
戦
略
的
取

り
組
み
等
を
行
う
拉
致
問
題
対
策

推
進
等
経
費
（
内
閣
官
房
所
管
）

は
、
１２
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

８
�
北
方
領
土
返
還

２３
年
度
予
算
案
と
し
て
２０
・
７

億
円
（
前
年
度
比
１
７
６
・
４
％

増
）が
確
保
。
国
民
世
論
の
啓
発
、

隣
接
地
域
の
振
興
、
北
方
四
島
の

元
居
住
者
の
援
護
等
が
図
ら
れ
る
。

９
�
人
権
救
済
制
度
の
確
立

２３
年
度
の
法
務
省
人
権
擁
護
局

関
係
予
算
案
と
し
て
、
３３
億
円
が

確
保
さ
れ
、
人
権
啓
発
活
動
や
人

権
擁
護
委
員
活
動
の
充
実
強
化
等

が
図
ら
れ
る
。

（
担
当
・
地
方
行
政
委
員
会
）

２２年度

本本

会会

委委
員員
会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈１〉

（３） 平成２３年３月５日 第１７８９号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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福
井
市
は
平
成
２２
年
度
、
「
ま

ち
づ
く
り
お
助
け
隊
派
遣
事
業
実

施
要
領
」
を
ま
と
め
、
公
表
し
ま

し
た
。
お
助
け
隊
を
結
成
す
る
目

的
は
、
ま
ち
づ
く
り
事
業
に
関
す

る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
市
内
各
地
区

へ
派
遣
す
る
た
め
。
申
請
の
あ
っ

た
地
区
へ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
お
助

け
隊
と
し
て
派
遣
し
、
地
区
の
ま

ち
づ
く
り
活
動
を
支
援
す
る
と
と

も
に
、
人
づ
く
り
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
づ
く
り
を
図
り
ま
す
。

お
助
け
隊
の
業
務
は
▽
ま
ち
づ

く
り
事
業
の
助
言
▽
ま
ち
づ
く
り

事
業
の
情
報
提
供
▽
そ
の
他
の
ま

ち
づ
く
り
事
業
の
促
進
―
―
に
関

す
る
こ
と
。
市
内
４３
か
所
の
地
区

公
民
館
（
小
学
校
区
）
を
単
位
と

し
、
各
地
区
の
自
主
的
な
ま
ち
づ

く
り
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

お
助
け
隊
へ
の
登
録
要
件
は
、

「
地
区
ま
ち
づ
く
り
組
織
等
関
係

者
」
「
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
が
で

き
る
人
物
」
「
大
学
教
授
な
ど
学

識
経
験
者
」
と
し
て
い
ま
す
。
ま

ち
づ
く
り
を
自
ら
実
践
し
た
経
験

や
工
夫
を
助
言
で
き
る
人
物
、
専

門
的
な
知
識
や
経
験
な
ど
を
有
す

る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
人
物
な
ど
、

ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
人
材
を
広

く
募
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
と

は
、
会
議
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な

ど
に
お
い
て
、
中
立
な
立
場
を
保

ち
な
が
ら
話
し
合
い
に
介
入
し
、

合
意
形
成
や
相
互
理
解
に
向
け
、

深
い
議
論
が
進
行
す
る
よ
う
調
整

す
る
役
割
を
担
う
人
物
の
こ
と
。

市
民
活
動
に
関
す
る
深
い
知
識
な

ど
が
期
待
で
き
ま
す
。

現
在
、
お
助
け
隊
に
登
録
さ
れ

て
い
る
人
物
は
全
部
で
９
人
。
ア

ド
バ
イ
ス
す
る
内
容
も
、
ま
ち
づ

く
り
全
般
は
も
と
よ
り
、
環
境
・

福
祉
・
男
女
共
同
参
画
・
地
域
交

通
・
地
域
活
性
化
・
樹
木
関
係
・

地
球
温
暖
化
情
報
の
提
供
・
省
エ

ネ
型
の
住
ま
い
や
暮
ら
し
方
な
ど
、

多
岐
に
富
ん
で
い
ま
す
。

お
助
け
隊
の
派
遣
を
希
望
す
る

各
地
区
の
ま
ち
づ
く
り
組
織
は
、

市
役
所
へ
派
遣
を
申
請
。
市
役
所

で
は
、
お
助
け
隊
に
登
録
さ
れ
て

い
る
人
物
と
地
区
の
希
望
と
の
コ

ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
の
結
果
、
派
遣
す

る
お
助
け
隊
が
決
ま
っ
た
ら
活
動

開
始
と
な
り
ま
す
。

お
助
け
隊
の
活
動
実
施
の
一
例

と
し
て
は
、
講
師
に
よ
る
ま
ち
づ

く
り
講
演
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に

よ
る
住
民
意
見
の
集
約
、
具
体
的

な
ま
ち
づ
く
り
手
法
に
つ
い
て
の

ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
。
お
助
け
隊
派

遣
の
第
１
号
と
し
て
、
２２
年
１１
月

に
は
地
区
ま
ち
づ
く
り
組
織
関
係

者
に
よ
る
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
体
験

を
通
し
て
伝
え
た
い
こ
と
」
と
題

す
る
講
演
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

事
業
は
開
始
後
間
も
あ
り
ま
せ

ん
が
、
い
ず
れ
各
地
区
の
自
治
力

向
上
に
大
き
く
寄
与
す
る
こ
と
で

し
ょ
う
。

市 政

ニュース

ま
ち
づ
く
り
講
演
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
体
験
を
通
し
て
伝
え
た
い
こ
と
」

今
回
の
一
部
改
正
法
案
は
、
平

成
２２
年
６
月
２２
日
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
「
地
域
主
権
戦
略
大
綱
」
に

基
づ
き
、
準
備
を
進
め
て
い
る
も

の
。
同
大
綱
で
は
地
方
自
治
法
の

抜
本
見
直
し
に
つ
い
て
「
総
務
省

の
地
方
行
財
政
検
討
会
議
に
お
い

て
検
討
を
進
め
、
成
案
が
得
ら
れ

た
事
項
か
ら
順
次
国
会
に
提
出
す

る
」
こ
と
と
定
め
て
い
る
。

こ
の
中
、
同
検
討
会
議
（
議
長

�
片
山
善
博
・
総
務
大
臣
）
は
１

月
２６
日
、
「
地
方
自
治
法
抜
本
改

正
に
つ
い
て
の
考
え
方
（
平
成
２２

年
）
」
を
ま
と
め
た
。
検
討
会
議

の
考
え
方
の
中
で
「
速
や
か
に
制

度
化
を
図
る
」
こ
と
と
さ
れ
た
事

項
は
、
現
在
開
会
中
の
第
１
７
７

回
通
常
国
会
へ
提
出
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
お
り
、
本
会
で
も
今
回
の

改
正
法
案
が
「
当
面
早
急
に
改
善

す
べ
き
事
項
」
を
対
象
と
し
た
も

の
と
理
解
し
て
い
る
と
こ
ろ
。

今
回
の
改
正
法
案
で
は
「
議
会

の
招
集
権
」
に
つ
い
て
、
議
長
等

に
よ
る
臨
時
会
の
招
集
請
求
に
対

し
て
長
が
招
集
義
務
を
果
た
さ
な

い
場
合
、
議
長
が
招
集
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
あ
く
ま

で
も
「
長
が
招
集
義
務
を
果
た
さ

な
い
場
合
」
、
か
つ
「
臨
時
会
の

場
面
」
に
限
定
し
た
内
容
と
な
っ

て
い
る
。
総
務
省
が
２
月
２８
日
に

示
し
た
「
地
方
自
治
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
に
関
す
る
考
え

方
に
つ
い
て
」
で
は
、
議
会
の
招

集
権
を
議
長
が
有
す
る
べ
き
か
否

か
に
つ
い
て
「
地
方
行
財
政
検
討

会
議
に
お
い
て
引
き
続
き
検
討
し

て
い
き
た
い
」
と
し
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
改
正
法
案
で
は
「
会

期
制
の
見
直
し
」
に
つ
い
て
も
言

及
。
現
行
方
式
と
は
別
途
、
通
年

の
会
期
を
議
会
が
条
例
に
よ
り
選

択
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

霧
島
山
（
新
燃
岳
）
の
噴
火
に

伴
い
、
多
数
の
住
民
の
生
命
、
身

体
に
危
害
を
受
け
る
お
そ
れ
が
続

い
て
い
る
。
よ
っ
て
宮
崎
県
は
２

月
１０
日
付
で
都
城
市
に
対
し
、
災

害
救
助
法
の
適
用
を
決
定
し
た
。

まま
ちち
づづ
くく
りり
おお
助助
けけ
隊隊

市市
内内
のの
各各
地地
区区
へへ
派派
遣遣

【福井県福井市】

３月５日現在の市数
８０９市

うち
指定都市 １９市
中核市 ４０市
特例市 ４１市
一般市 ６８６市
特別区 ２３区

新
燃
岳
噴
火
で
都
城
市

災災
害害
救救
助助
法法
がが
適適
用用

自自治治法法一一部部改改正正案案
本本会会意意見見へへのの回回答答
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